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高等教育の政策過程についての一考察
　　 インターンシップの導入を事例として 　　
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はじめに
　1990年代以降，政治や経済のグローバル化が
進む中，教育に対する関心が高まっている。初
等・中等教育では学力の向上が，高等教育におい
ては科学技術，情報通信などの研究，高度な専門
性やコミュニケーション能力を有するグローバル
人材の育成などが求められている。
　日本においても，1980 年代の臨時教育審議会
での教育改革の議論以降，改革が絶え間なく行わ
れている。そして，2000年代に入ると，根本的
な変化が生じた。2000年の地方分権一括法によ
る教育の地方分権化，文部科学省や厚生労働省，
経済産業省などの省庁間連携によるキャリア教育
の推進，国公立大学の法人化，地方への補助金に
関する三位一体の改革による公立学校の教員給与
に対する国庫補助率の削減，教育基本法の改正な
ど，いずれも既存の日本の教育政策の流れを大き
く転換させてきた。
　こうした政策転換の要因として，しばしば言及
されるのは経済のグローバル化への対応である
が，政治的な要因も存在する。日本の教育政策は
旧文部省，自民党の文教族，教職員組合などの影
響力が強いと論じられてきたが，近年，次のよう
な政治的要因が指摘されている。それは1994年
の衆議院議員選挙における小選挙区制度の導入や
2001 年の省庁再編といった制度改革によって，
政府内において首相・内閣官房の影響力が強ま
り，日本政治の「中央化」が進んだことから，教
育政策の形成・決定において力関係が変化したこ
とである1。また，経済団体が小泉純一郎政権下
の経済財政諮問会議などを通じて，影響力を行使
している。このように，これまで内部のアクター
によって担われていた教育政策過程において，外
部のアクターが影響力を増したことも政策転換の
要因であると考えられる。さらに，グローバル化
の展開自体は政治的要因もあるので2，今日の教
育政策の変化を分析するためには，多様なアク
ターが参入している政策過程という視点が重要で
ある。
　初等・中等教育の研究では後述するように，政
策過程論による分析がその厚みを増しつつある
が，政策過程論から高等教育はどのように分析さ
れるだろうか。本稿では根本的な転換がなされた
とされる1990年代以降の日本の高等教育につい
て政策過程論による研究の準備作業として，1997
年にインターンシップが大学教育に導入された事
例を取り上げ，主として政策形成の視点から考察
する。
　高等教育では，1991 年に大学設置基準の大綱
化など2000年代の自由化，規制緩和につながる
政策転換が生じていた。また，先に触れたキャリ
ア教育の推進は文部科学省などによって省庁間連
携による政策の展開がなされたことが指摘されて
いるが3，インターンシップの導入においても当時
の文部省，通商産業省，労働省による省庁間連携
がなされていた。さらに，インターンシップの導
入は後述するように中央省庁間の連携や大学だけ
でなく，経済団体など教育政策の外部アクターの
協力によって導入されている点で，他の施策より
も，多様なアクターが関与が認められる。
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　このようにインターンシップ導入という事例
は，多様なアクターが参入したことで高等教育の
転換が図られた事例であり，政策過程論によって
考察することに意義があると思われる。以下，本
稿の構成に触れていく。一章では日本における高
等教育の展開を論じ，近年の高等教育の課題につ
いて触れていく。二章では，高等教育を対象とす
る政策過程論の先行研究について論じ，今後，探
求されるべき論点を明らかにしていく。三章で
は，1997年の政府による大学教育へのインター
ンシップ導入の事例について論じていく。四章で
は，インターンシップの導入過程について，政策
過程論の視点から考察を行い，政策過程の変化が
導入のみならず，その後の高等教育の展開に影響
を与えたことを指摘する。おわりに，今後の政策
過程論に基づく教育政策研究の課題を論じてい
く。
１．日本における高等教育の展開
①高等教育の概念
　本稿の議論を始める前に，高等教育の概念に触
れる。高等教育の定義は多義的であるという。高
等教育（higher education）は字義通り解釈すれ
ば普通の教育と異なるより高等な教育ということ
になるが，これに類似した言葉に「中等後教育」
（post-secondary education）あるいは「第三段階
の教育」（tertiary education）という用語がある。
そして，この三つの用語は「学校教育」（school 
education）とは峻別される意味での「大学教育」
（university education）と比べればより広い意味
である点では共通しているが，相互にどう違うの
か必ずしも，常に明確に使い分けられているわけ
ではない4。日本では高等教育というと大学の他，
短期大学，高等専門学校などを指すのが普通であ
るが，専門学校（専修学校専門課程）を含めるか
明らかではないが5，本稿では，日本で一般的に
考えられている大学の他，短期大学，高等専門学
校などを高等教育とする。
②日本における高等教育の歴史6
　インターンシップ導入がなされる1990年代ま
での高等教育の歴史について簡単に触れていく。
　明治政府において「国家枢要の人材」の育成が
急務の課題となり，政府による高等教育制度の創
設から日本の高等教育政策が始められた。「帝国
大学令」，「中学校令」，「専門学校令」，「実業学校
令」，「師範学校令」などによって高等教育機関が
拡大されていった。そして，1918年に「大学令」
と新「高等学校令」が公布され，新規の帝国大学
とともに官・公立大学が設置され，私立の専門学
校についても大学昇格が認められた。
　戦後の大学政策は1948年に文部省内に設置さ
れた「大学設置委員会」（現在の，「大学設置・学
校法人審議会大学設置分科会」）と1947年に創設
された「大学基準委員会」を基礎として展開され
た。前者は大学設置認可と監督権を，後者は認可
後の大学の質の向上を推進していく責務を担って
いた。こうした設置基準によって，旧制度下の帝
国大学とそれ以外の大学も含めて「新制大学」制
度が発足した。
　その後，高度経済成長期以降，大学への進学希
望者が増加したため，1975年に増大した高等教
育人口の受け入れ先である私学に財政支援を行う
ために，私立学校振興助成法が制定された。ま
た，同年には学校教育法の改正により専門学校生
度が導入され，高等学校卒業生を受け入れる専門
学校に短期高等教育機関としての資格が与えられ
た。
　1984年になると，教育制度のあり方全体の検討
を行う臨時教育審議会（以下，臨教審と略す）が
総理府内に設置された7。「規制緩和」，「自由化」，
「個性化」といった基本方針の下，高等教育の柔
軟化，多様化とその質的充実に関する施策が検討
された。この臨教審の提言に基づき1987年に大
学審議会が設置された。大学審議会は数次に渡り
重要な答申を行った。特に1991年の答申である
「大学教育の改善について」では，一般教育，専
門教育に係る授業科目区分の撤廃や，一般，専門
を組み合わせた体系的なカリキュラム編成を可能
にするため，大学設置基準の大綱化が提言され
た。合わせて，この大綱化による大学の自由化が
増すことと引き換えに，大学における自己点検・
評価の制度化が必要となることも提言された。
　1990年代以降の日本の高等教育政策の政策展
開を羽田貴史は次の五つを挙げている。それは①
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規制緩和の推進，②機関レベルのガバナンス強
化，③質保障制度の発足，④卓越拠点形成，⑤機
能分科と資源配分であった8。
③高等教育の課題
　1990年代以降，経済のグローバル化や少子高
齢化などの社会・経済の変化を受けて，各国にお
いても高等教育に対して様々な役割が求められて
いる。大半の国，特に体制移行期にある国では，
職業課程を含む中等後教育に対する需要が高まっ
ているという。これには人口構成の変化，中等教
育卒業者の増加，生涯学習に向けた動き，知識経
済の拡大，といった要因がある。需要が高まるに
つれ，公的部門がこうしたニーズを満たせるかど
うかが問題となっている9。
　日本の高等教育において，少子化の進行と進学
率が引き続き上昇していく中で，「ゆとり教育世
代」が大学への入学時期を迎えてことで，多様な
学生に対し，よりきめ細やかな教育上の配慮を行
うと同時に，教育の質の確保と自己改善を図るこ
とが急務となったという10。また，近年の高等教
育のポイントとなっているのが，経済社会の源泉
としての高等教育ということであり，高等教育が
社会発展の原動力であると論じられている11。
　また，吉田文は1990年代以降の日本の高等教
育とその改革に関する研究を次のように総括して
いる。現在につながる高等教育改革は，80年代
の臨教審の自由化路線に端を発しているという。
それは，大学設置基準などの規則が大学の多様化
や個性化を阻む原因であるとし，大学に各種の自
由裁量権を与えて，教育の質を向上させることを
改革の目的としていた。90年代後半からは，大
学の活性化による日本経済の復活という財界の期
待が，さらなる改革圧力として加わった。これは
グローバル化する経済競争において大学の知の効
用が再発見されたことによるということができる
が，大学に企業と同様の市場原理を持ち込み，競
争によってシステム全体の活力を高めようとす
る，いわゆるネオリベラリズムの論理で進められ
たという。
　この改革において，教育の質の向上を目的とす
る改革，経済競争での勝利を目的とする改革との
二つの路線は「規制緩和」という合言葉でもって
共鳴したことで，改革の圧力は強化されスピード
は上昇したという。前者の改革は大学設置基準の
大綱化に始まる規制緩和，事前規制から事後の
チェックへというスローガンを掲げる2004年の
認証評価制度の導入，小さな政府をめざし公務員
削減の標的にされた国立大学の法人化などであ
り，後者の路線は1995年の科学技術基本法の制
定（1995年）とその後の三期にわたる科学技術
基 本 計 画，1998 年 の 大 学 等 技 術 移 転 促 進 法
（TLO 法），1999 年の産業活力再生特別措置法
（1999年）の制定などであり，先行するアメリカ
より20年遅れて大学の科学技術研究を経済生産
性の向上に直結させる道筋が作られたという12。
　広田照幸は日本の教育社会学の今後の課題とし
て，目の前の事象をグローバルな広がりに位置づ
けながら研究すること，日本の教育の特徴をより
深く考察していくことと共に，「政治」に視線を
向けることを示した。日本の教育社会学は，政治
的主体の形成－市民形成の問題に注意をまったく
といってよいほど払ってこなかったという。よっ
て，相対立する社会構想間の政治的葛藤が教育政
策や教育実践をどう規定しているのか，また，教
育が（主体形成を通じて）結果的にいかなる政治
を作り出せるのかについて，そして，そもそも，
子どもや若者に対して，何が何のために教えられ
るべきなのかといったことを考察していく必要が
あると指摘している13。さらに，近年の日本政治
における政策決定の力学の変容，すなわち，内閣
への一元化から内閣・与党の二元化へ，政治主導
から政官の強調へ，上からの改革から諸アクター
の利害や意見の調整へという揺り戻しの流れか
ら，教育政策についても，多様な関係者・アク
ターの間での意見や利害の調整が，方向を決める
カギとなっていることも指摘している14。
　このように高等教育は政府の政策の中で重要度
が増しつつあり，変化が求められていると言え
る。そして，高等教育の変化を論じる際に，政治
的要因は重要であることが指摘されている。次の
章では，政治的要因を分析する一手法である政策
課程論について，高等教育における先行研究につ
いて触れていく。
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２．高等教育に関する政策過程の先行研究
①1980年代以前の高等教育の政策過程研究
　以前より高等教育研究者によっても，政策過程
論の必要性が指摘されていた15。そして，日本の
先行研究については橋本鉱市によって詳細な整理
がなされている16。本節では橋本の業績に負いつ
つ，特に注目すべき研究について触れていく。
　1980年代以前，教育行政学において政策過程
に注目した研究は熊谷一乗による中央政府の政策
決定過程の類型化が見られるくらいであった 17。
熊谷は中央政府の教育政策過程，形成段階と立法
段階について，次のような類型化を行った。
　形成段階ではその主体として文部省，政党，審
議会（特に中教審），関係官庁を挙げ，これらが
絡み合うことで，単線系（①与党推進型，②野党
推進型，③文部省推進型，④審議会推進型），と
複線系（①与野党協力型，②野党連合型，③関係
官庁協力型，④与党・文部省連携型）という類型
を抽出した。さらに政策の立案動機（①特殊利益
型，②一般公益型），内容（①教育環境整備，②
教育内容設定，③教育組織・運営，④教職員人
事・待遇），性質（①構造的，②治療的，③保障
的）を分析の指標に挙げている。
　決定段階では，①多機能的集団におけるもの
と，②単機能的集団におけるものに区別し，前者
ではさらに①立法府レベル，②自治体レベルに，
また後者は③行政的レベル，④団体レベルに分析
できるとしている。また，決定段階では立法過程
に焦点を置き，①関与する諸勢力，②政策の内
容，③政治状況，④機構（法制，手続き，慣例）
という4つの要因変数群の相互作用によって決定
が進行と説明している。
　そして，決定パターンとして，対決型（対決型
内の下位の分類として，①激突型，②審議未了型，
③対立採決型がある），協調型，圧力団体型に分
類されている。これらの政策過程には，さらに基
底的背景（産業構造とその変動，それに対応する
価値観，イデオロギー，権力構造）と教育に特有
の背景（既成の教育法体系，教育世論，教育運
動，海外の教育動向）が控えていると論じている。
　こうした類型化は海外の日本政治研究者によっ
てもなされた。ペンペルは1960年代までの日本
の高等教育政策について，特に大学管理問題，入
学者拡大，種別化と専門化という三つのケースを
分析した18。その際に，「分割可能性」どの程度，
政策が区々分割でき政治的に妥結可能であるか），
「影響範囲」（どれだけの国民を政策過程に巻き込
むか），「感情触発性」（国民の感情・関心をどれ
ほど高揚させるか）という三つのイッシュー内在
的な変数を設定した。そして，「法制的要件」（政
表１：ペンペルによる類型
イシュー 構造 過程
影響
範囲
分割
可能性
感情
触発性
法制的
要件
権力リソース
（政治的動員力）
影響
アクター
対立 闘争の
強度
政策決定
機関
陣営対立
モデル
広範
かつ
特定的
低 高 憲法
～
法律
レベル
多数の強力な
組織的参加者
多 陣営による 高 国会，内閣，
官僚
圧力団体
モデル
限定的
かつ
特定的
中 中 法律
～
行政
レベル
少数の参加者，
ただし組織化
されているの
が普通
少 流動的。集団
対集団あるい
は政府機関
中 中央政府，
時として
公共・民
間機関
漸進主義
モデル
限定的
または
拡散的
高 低 行政
レベル
あっても
非組織的
ほとんど
無し
非組織的な
利害対一
政府機関
低 官僚組織
出典：ペンペル（1978＝2004）p41。一部，修正を加えた。
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策決定に必要な手続きが憲法改正，政令・省令，
通達などいずれのレベルか），「政治的動員力」
（個々のアクターがどれほど影響力を有している
か）を先の三つの事例から帰納的に導き出した。
こうした変数によってペンペルは日本の高等教育
の政策過程を表1のように①陣営対立型（大学の
管理運営をめぐってイデオロギー的に左右・保革
に分裂したパターン），②漸増主義型（大学定員
数拡大に見られるようなインクリメンタルな行政
処理的パターン），③圧力団体型（大学の専門化，
多様化をめぐって経済団体などが圧力をかけたパ
ターン）という三つの類型に整理した。　　　
　いずれの研究も高等教育研究分野では貴重な研
究であるが，1980年代の臨時教育審議会の設置
やその後の教育改革などを考慮すると，経済団体
などの新たなアクターやグローバル化への対応，
教育行政の地方分権化などを考慮に入れた研究が
必要である。そこで，こうした変化を考慮に入れ
ている，初等・中等教育分野を対象とする近年の
教育行政学の研究について論じていき，高等教育
分野での政策過程論の展望を考えてみたい。
③初等・中等教育の政策過程研究
　教育行政学において政策過程に着目した研究
は，その厚みを増しつつある。青木栄一によれ
ば，政策決定分析については，決定に関わるアク
ターのリーダーシップや努力・奮闘を析出する研
究が目立っている。政策実施研究については，
2000年以降の地方分権化を契機とした少人数学
級の導入や地方政府独自の政策に関して，政策の
正当性の容認，政策の継続性を前提として研究が
なされている19。また，初等，中等教育を担う地
方政府の主要なアクターである教育委員会に関し
ても青木栄一（2004），村上祐介（2011），堀和
郎・柳林信彦（2009），白石裕編著（1995），加治
佐哲也（1998）などの先行研究がなされている。
　中央政府の政策過程については従来の枠組み
では表 1 のような自民党や財界，文部省という
「鉄の三角形」からなる保守陣営と社会党，共産
党，教職員組合からなる革新陣営との対決とい
う構図で教育政策過程が描かれていた。しかし，
1980年代の臨時教育審議会の改革の失敗を論じ
たショッパは，その失敗を分析するにあたり，当
時の中曽根康弘首相が旧文部省，自民党の文教族
と呼ばれる教育関係の族議員，教育委員会や校長
会などの教育関係の利益団体など集合する「教育
下位政府（education subgovernment）」 からの
抵抗を受けたこと原因として指摘した。そして，
出典：村上祐介（2009）p246。
＜保守陣営＞
自民党
＜革新陣営＞
社会党
共産党
教職員組合
＜下位政府外部＞
首相
内閣官房
財界
他省庁
＜教育下位政府＞
自民党文教族
文部省（現・文部科学省）
教育委員会
校長会
「鉄の三角形」
財界 文部省
従来の分析枠組
schoppa［1991＝2005］の分析枠組
表１：日本の教育政策におけるアクターの変化
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2000年代以降の教育政策の転換の要因について
村上祐介はショッパの議論に基づき，次の指摘を
行っている。それは，日本政治の「中央化」が進
んだことで，教育政策においても「教育下位政
府」の外部である「下位政府外部」，すなわち，
首相，内閣官房，財界，他省庁などの影響を受け
やすくなったことである20。　　　
③近年の高等教育における政策過程研究
　2000年代以降では高等教育研究においても政
策過程に注目した研究がなされている。橋本鉱市
は専門職養成の過程を描くに当たり，戦後日本の
医師数の歴史について政策過程の視点から論じて
いる21。村上純一は，2000年以降のキャリア教育
の導入に関して，省庁間連携が成立した背景を省
庁間の政策過程から論じている22。二宮祐は政策
課程論を用い，産業界と教育界が関わりを持つ教
育分野を分析しているが23，近年のキャリア教育
に関しては経済産業省が推進しようとした社会人
基礎力を取り上げ，その海外から日本に導入さ
れ，日本国内に普及したことを論じるにあたり，
政策移転論を用いて分析を行っている24。
　吉田文は1990年代以降の教育政策の変化を政
府内のアクターに注目して，次のように論じてい
る。吉田は1990年代を，市場化や規制緩和といっ
た新自由主義の原理が定着し始めた時期であると
規定し，旧文部省に内閣によって設置された委員
会や旧通商産業省といった新たなアクターが加
わった時期であると論じた。そして，1990年代
の行政改革推進会議や2000年代の経済財政諮問
会議，規制改革会議などの内閣によって設置され
た機関によって，教育改革のプログラムが示さ
れ，それによって政策が展開されてきたと指摘し
ている25。
　このように近年は高等教育研究においても政策
過程研究が増えつつある。こうした研究を今後も
発展させるためには，橋本鉱市が指摘するよう
に，新たに登場したアクターや変数を視野に入れ
つつ構造―機能分析を精緻化した上で，政策過程
のパターン化が必要である26。こうした研究の準
備作業のために，次章では1990年代においてア
クターが多様化した事例として，大学カリキュラ
ムへのインターンシップ導入という事例を取り上
げる。
３．事例：インターンシップの導入
①インターンシップの先行研究
　インターンシップとは，1997 年に当時の文部
省，通商産業省，労働省によって公表された『イ
ンターンシップの推進に当たっての基本的考え
方』によれば，「学生が在学中に自らの専攻，将
来のキャリアに関連した就業体験を行うこと」と
定義されている。文部科学省が実施している「大
学等におけるインターンシップ実施状況調査」に
よると，インターンシップ導入後，実施される大
学の数は年々，増加していった。アメリカなどで
は20世紀前半より実施されていたが，日本では
1990 年代から大学などでの実施されていった。
1997 年には実施校は 1997 年に大学 107 校，短大
39校，高専35校であったが，2007年には500校
を超えるほどに増えていった27。
　こうしたインターンシップが，社会科学系を中
心とする大学教育に政府の政策として導入された
のは，この時が初めてであると思われる。しか
し，このような就業体験ということであれば一部
の専門職を養成する大学教育，例えば，医師，教
員，社会福祉士などの養成で実施されてきたと言
えるかもしれない28。
　インターンシップについては，日本インターン
シップ学会の研究年報などを中心に研究がなされ
ている。先行研究には各大学でのインターンシッ
プの実施方法を採り上げた事例研究が多い。ま
た，先に触れたようなインターンシップの実施の
拡大から，普及の要因を指摘する研究もある 29。
要因は環境要因と政府による要因に分けられる。
前者の環境要因にはバブル崩壊以後における日本
社会の構造的環境変化が深く関わり，具体的に
は，学生の職業マインドの欠如，大学教育におけ
る職業教育の欠如，企業内職業教育の限界，雇用
慣行の限界，1997年の就職協定の廃止などが要
因として指摘されている。後者の政府による要因
としては，橋本龍太郎首相による六大改革の一つ
である1997年に出された「経済構造の変革と想
像のための行動計画」，同じ年の文部省による
「教育改革プログラム」，「就職協定協議会特別委
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員会中長期の就職・採用のあり方検討小委員会」
による1996年11月の「米国における就職・採用
事情調査」に基づく同調査報告書（就職協定協議
会特別委員会　中長期の就職・採用のあり方検討
小委員会編〔4〕）などが要因とされている。
　インターンシップ導入の過程については多くの
場合，1997年9月の文部省・通商産業省・労働省
による「インターンシップの推進に当たっての基
本的な考え方」，いわゆる，「三省合意」が契機で
あると指摘される。それ以前の経緯は日本イン
ターンシップ学会10周年記念事業ワーキング・
グループ編（2011）において，政府，大学，経済
団体などのアクターの動きが触れられているが，
この過程自体が研究対象となることはほとんど見
られなかった。しかし，後述の導入の過程からわ
かるように，多様なアクターがインターンシップ
の導入に関わっている。このため政府内での導入
に向けた動きは急であったにもかかわらず，円滑
に導入され，後の普及を下支えしたものと考えら
れる。また，この導入はグローバル化への対応策
であり，アクターの多様化は2000年代に顕著な
教育政策過程の変化に先立つものであり，この過
程自体を論じることは教育政策過程の変化を読み
解く上で重要である。
②インターンシップ導入の過程
　日本インターンシップ学会10周年記念事業ワー
キング・グループ編（2011）などに基づいて導入
の過程を論じていく30。
　政府による導入に先立って，一部の大学では同
様の教育が行われていた。1979年に産業能率大
学の経営情報学部では，「企業実習」が導入され
ていた。1993年には中央大学経済学部の公共経
済学科において「ビジネスインターンシップ」が
開講された。その他にも，東京経済大学，信州大
学などでも導入されていた。なお，豊橋技術価格
大学，長岡技術科学大学などでは創立以来，イン
ターンシップが実施されていた31。
　バブル経済の最中であった1990年前後，就業
協定違反，すなわち，学生採用の際の青田買い，
フライングが問題となっていた。また，このため
に自己の資質と職業とのミスマッチから早期離職
者の増大していた。そこで，1992年に日本労働
研究機構，旧労働省，旧文部省がインターンシッ
プに注目し，アメリカでの調査を行った。このと
き問題となっていたのは，インターンシップで適
職を探すことによって早期離職者を減らすことで
あった32。
　しかし，経済情勢の変化や産業界など経済団体
の提言などによって，インターンシップの目的が
変化していった。バブル経済の崩壊により企業業
績が悪化し，経済の活性化が求められた。また，
経済団体の大学などに対する教育要求は1980年
代以降から変化していた。それまで言及されるこ
とがほとんどなかった「創造性」の語や概念が
1980年代前後に関西同友会の提言に現れたこと
を皮切りに，その他の経済団体でも言及されるよ
うになり，個人の個性・多様性育成への意識が強
く見られるようになった。この時代，大学の教育
において，1991年の大学設置基準の大綱化によっ
てカリキュラムが自由化されてことで，教養教育
が大学の学部教育に占める割合が減少していた。
産業界は教養の弱体化を問題視していたが，創造
性に関わる多様な新しい「個」育成のためにも，
大綱化による大学の自由化・個性化・多様化の基
本方針に肯定的であった33。
　この大学設置基準の大綱化は教養学部の改組，
大学の自己点検，評価の導入がその要点であると
いわれている。大綱化では課題探究能力が強調さ
れ，教育方法の改善が勧告されていたが，イン
ターンシップは産業社会との関連で，高等教育に
新しい機能を付加するとともに，その機能の改善
と回復の狙いが込められていた34。
　1990年代に入ると，経済団体から大学教育へ
の要望を述べた提言が出されたが，その中でイン
ターンシップに言及されていた。1991年には経済
同友会による『選択の教育を目指して』という提
言を行い，「教育界との相互交流の一つとして学
生のジョブインターンへの支援」が触れられた。
また，1995年に日本経営者団体連盟の『新時代に
対応する大学改革と企業の対応』という提言にお
いて，大学教育の充実，カリキュラムの充実が強
く打ち出されるとともに，「現在の大学教育にお
いては，実社会での経験を積み，個人の就労観，
勤労観，思いやり・社会奉仕の心を学ぶ機会が少
ないので，学生の企業実習・体験学習（たとえ
ば，アメリカのインターンシップ制）やボラン
ティア活動をカリキュラムの中に取り入れること」
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を要望した。この後も，日本経団連や商工会議所
からも「企業実習」，「職業参観」という用語でイ
ンターンシップの推進に向けた提言がなされた。
　1996年になると，就職協定協議会の下部組織
である「中長期の就職・採用の在り方検討小委員
会」のメンバーがボストンに調査団として派遣さ
れ，アメリカの就職採用事情やインターンシップ
の状況を調査した。そして。同じ年の11月にそ
の調査報告書である『米国における就職・採用事
情調査報告書』を当時の文部省を通じて全国に配
布された。
　同時期，政府においてもインターンシップの導
入を促す動きが生じた。すなわち，橋本龍太郎政
権による六大改革である。この改革は当初は行政
改革，金融システム改革，経済構造改革，財政構
造改革，社会保障改革の五大改革であったが，後
に教育改革が加わった。構造改革を目指す六大改
革は次のような問題意識に基づいていた。すなわ
表２：インターンシップ推進に関する各省における検討の状況
省 庁 名 文　部　省 通商産業省 労　働　省
検討組織「インターンシップ推進のため
の産学懇談会」
「インターンシップ導入研究会」「インターンシップ等学生の就業
体験のあり方に関する研究会」
趣　　旨 　インターンシップを推進す
ることによって，カリキュラム
の多様化を通じて教育内容・方
法の改善充実に資するととも
に，創造性豊かで時代の変化に
柔軟に対応できる高い職業意
識を持った人材の育成を図る
ため，高等教育機関におけるイ
ンターンシップの在り方やそ
の推進方策について，高等教育
機関及び産業界の関係者並び
に有識者により懇談を行い，提
言を取りまとめる。
　東海地域の大学等及び企業
等（自治体等官公庁を含む。）を
対象に，インターンシップの導
入に関する調査研究を行うと
ともに，広く東海地域の企業等
に対する広報活動を通じてイ
ンターンシップの普及促進を
図ることにより，東海地域にお
ける知的基盤の強化及び地域
経済の活性化を図ることを目
的とする。
　各界の専門家等から意見を
聴くため研究会を開催し，イン
ターンシップ等の就業体験方
策について，学生・大学・企業の
それぞれがメリットを得られ，
お互いに貢献し合うバランス
のとれた関係が保たれるよう
な対応方策を確立するため，そ
のあり方について検討を行う。
構　　成 大学・企業等（15名）
座長：木村　　孟
　　　（東京工業大学長）
大学・企業等・地方自治体アド
バイザリーボード（32名）
座長：加藤　延夫
　　　（名古屋大学総長）
ワーキンググループ（31名）
主査：森　　正夫
　　　（名古屋大学副総長）
労使関係者・大学等関係者・学識
経験者・関係行政機関（12名）
座長：諏訪　康雄
　　　（法政大学教授）
今 後 の
検討予定
・平成9年9月
　中間まとめ
・平成10年3月
　中間取りまとめ（予定）
・平成9年9月
　中間取りまとめ
・平成10年3月
　最終報告取りまとめ（予定）
事 務 局 文部省高等教育局専門教育課 通商産業省産業政策局産業技
術課
中部通産局企画課
労働省職業安定局業務調整課
※　なお，上記三省が共同してインターンシップの総合的な推進に取り組むために，「インターンシップ推進のための三省
連絡会」を随時開催し，インターンシップ推進方策についての研究や情報交換を行っている。
　　構成員は，文部省高等教育局専門教育課長・同学生課長，通商産業省産業政策局産業技術課長，労働省職業安定局業務調
整課長。
出典：http://www.jil.go.jp/jil/kisya/syokuan/970918_01_sy/970918_01_sy_hyou2.html（2013年6月4日閲覧）より作成。
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ち，少子高齢化社会における国民負担率を如何に
抑えていくか，言い換えれば，活力ある社会をい
かに維持していくかということであった。そして，
活力ある社会をつくるための手段が経済構造改革
であった。この改革により規制緩和を行い，科学
技術，経済開発に重点的に投資をして新しい産業
をおこしていくことが目指された。教育改革は五
大改革のあとに加えられたが，全ての改革の基盤
となる人材育成，特に，個性的創造的な人材を輩
出するための教育に変えていくためであった。こ
のように全ての改革がお互いに絡み合っていた35。
　六大改革については，全て最終的には総理が責
任を持っていたが，官邸では役割分担がされてい
た。橋本龍太郎自身は行政改革，中央省庁の再編
を担当，行政改革会議の議長となっていた36。
　1997年1月に小杉隆文部大臣が，教育改革プロ
グラムを公表した。この中に，社会の養成の変化
に機敏に対応するため，「インターンシップ（学
・実践的な人材の育成
・教育への産業界等のニー
ズの反映
・企業等の理解の促進
・高い職業意識のかん養
・自主性のある人材の育成
・情報提供
・成果の評価
・学生に対する
相談援助
・企業等に対する情報提供
・労働との関係についての
助言・指導
・就業体験
インターンシップ推進のた
めの産学懇談会
・インターンシップに
関する基本的考え方
・大学等に対する情報
提供
・実施大学等に対する
支援
・企業等に対する
情報提供
・受け入れ企業に
対する支援
インターンシップ等学生の
就業体験のあり方に関する
研究会
インターンシップ推進のための三省連絡会議
・インターンシップ推進方策についての情報交換
インターンシップ導入研究
会（中部通産局）
・情報交換
・教育プログラムの協議
・学生の派遣・受け入れ
・教育内容・方法の改善充
実
・自主性のある人材の育成
地域における
産官学協議会
等のマッチン
グシステム
大学等 企業等
学　生
文部省 労働省 通産省
図２：インターシップの推進にかかる関係省庁の連携について
出典：http://www.jil.go.jp/jil/kisya/syokuan/970918_01_sy/970918_01_sy_sankou.html （2013年6月4日閲覧）より作成。
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生が在学中に自らの専攻，将来のキャリアに関連
した就業体験を行うこと）の導入に在り方がまと
められ，1997年度より検討を進めることが盛り
込まれた。そして，1997年1月以降，文部省，労
働省，通商産業省の三省が共同してインターン
シップの総合的な推進に取り組むことが合意さ
れ，「インターンシップ推進のための三省連絡会
議」が設置された。
　1997 年 5 月 16 日に「経済行動の変革のための
行動計画」が閣議決定されて以降，インターン
シップの導入に向けて行政が急速に動き出した。
同じ時期に「教育改革プログラム」が示され，イ
ンターンシップを総合的に推進するという決定が
なされた。そして，6月には，表2のような「イ
ンターンシップ推進に関する各省における検討の
状況」が公表された。文部省では「インターン
シップ推進のための産学懇談会」，通商産業省で
は「インターンシップ導入研究会」，労働省では
「インターンシップ等学生の就業体験のあり方に
関する研究会」が設置され，それぞれ調査研究が
行われた。こうした動きを受けて，まず中部地区
で1998年に初めて通産省主導のプロジェクトが
動き出し，1999年2月には通産省によって全国地
域インターンシップ連絡会議が発足した。　　
　三省連絡会で議論を重ねられた後，同年9月に
は表2のような三省の合意文書「インターンシッ
プの推進に当たっての基本的考え方」が公表さ
れ，図2のような連携によってインターンシップ
導入が図られた。　　　
４．考察：政策過程論の視点から
　本稿では，インターンシップの導入では，政治
による決定よりも，その前段階での具体化が重要
であるので，政策形成過程の分析することが重要
であると考えられる。そして，導入にあたり，新
たなアクターが参入したため，こうしたアクター
の参入が政策形成にいななる影響を与えたかを考
察することが必要である。
　まず，なぜ新たなアクターが参入できたかを論
じていく。これは村上祐介の指摘するように，政
策に関係するアクター間の関係である政策ネット
ワークが政策共同体からイシュー・ネットワーク
に変化したためであると考える。
　政策共同体とは次のような三つの特徴を持った
政策過程の閉鎖性を示す概念である。①参加する
アクターの数が限られている，②経済的利益や専
門家の利益が支配的になる，③参加メンバー間の
関係は緊密であり，基本的な価値が共有され，メ
ンバーの構成も継続的である。
　一方，イシュー・ネットワークとはこうした政
策共同体とは正反対の特徴を持っている。 イ
シュー・ネットワークは①参加するアクターが多
数である，②接触頻度も不定期で，利益も錯綜す
る傾向がある，③参加メンバー間の関係は薄く，
基本的価値も共有されにくい，メンバーも固定さ
れていないといった特徴を持っている。
　教育政策においては先行研究において，文部科
学省―都道府県教育委員会―市町村教育委員会―
学校という上意下達の縦割り構造が強く，これら
の機関に加え，公聴会などの教育関係団体によっ
て，閉鎖的な政策決定がなされてきたと指摘され
ている。
　しかし，1990 年代以降，インターンシップ導
入の事例のように，通商産業省，労働省，経済団
体など新たなアクターが参入した。これによっ
て，高等教育の政策過程については政策共同体か
らイシュー・ネットワークへ変化したと考えられ
る37。
　次に，こうしたアクターの参入によって，政
策過程，特に政策形成段階でいかなる変化が生
じたかを考察する。ここでは政策サブシステム
（policy subsystem）が重要となる。このシステ
ムは政策形成に影響を与える諸々のアクターに
よって構成されるが，ここに新たなアクターが参
入するのか，新たなアイディアが利用できるのか
によって，政策形成のモデルが変わると，ホレッ
トらは論じている。
　ホレットらは各セクターや争点アリーナのアク
ターや諸制度からなるpolicy subsystemについて
表3のように，政策形成段階において新たなアク
ターの有無，新たなアイディアの利用可能性の有
無により，次の四つの様式を示している 38。この
モデルは様式によって，政策変化の範囲や速度も
変わるという。　　　
　新たなアクターが参入し，新たなアイディアが
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利用可能である場合，Open policy subsystemと
なる。この場合，代替的な手段を含み，政策が刷
新されるという。そして，政策の変化は急速であ
り，パラダイムの変化もあるという。新たなア
クターが参入しないが，新たなアイディアが利
用可能な場合，Contested policy subsystemとな
る。ここでは現存する政策手段の範囲内でのプロ
グラムの改革がなされる。政策の変化は急速であ
るが漸増主義的であるという。新たなアクター
が参入するが，新たなアイディアが利用不可能
な場合，Resistant policy subsystem となる。現
存するパラダイム内部で，新しい手段によって取
り組まれる政策実験がなされるという。政策の変
化はゆるやかであるが，パラダイムの変化を生じ
させるという。新たなアクターが参入せず，新た
なアイディアが利用不可能な場合，Closed policy 
subsystemとなる。現存するパラダイムの中で，
手段の設定によって，プログラムの調整がなされ
るという。政策の変化は緩やかであり，漸増主義
的であるという。
　インターンシップの導入は，文部省，大学の他
に，新たに通商産業省，労働省，産業界などの経
済団体が政策形成に参入した。インターンシップ
というアイディア自体はすでに国内外で実施の事
例があったので，既存のアイディアであったと言
える。よって，Resistant policy subsystem に該
当するように思われる。インターンシップという
教育方法は多少の前例はあったが，大学全体とし
てみると，学外での教育に単位認定を行うという
点で，前例の少ない実験的な手法であったと言え
るだろう。
　インターンシップの導入は三省の合意に基づく
ものであり，新たな立法措置によるものでなく既
存の制度枠組みによるものである。しかし，その
後のキャリア教育の展開など，既存の教育を根本
的に変える政策の展開を考えると，この導入に
よって，高等教育のパラダイムの変化を引き起こ
したものであると言えるかもしれない。2000年
代以降の高等教育の転換となる原因は，ホレット
らの政策形成様式から考えた場合，政策形成過程
がOpen policy subsystemに変化したことにある
と思われる。すなわち，経済財政諮問会議，内閣
官房などの新たなアクターが加わり，競争的な研
究補助金などの新たなアイディアも導入されたこ
とで，大きな政策転換がなされたと考えられる。
おわりに
　本稿では新たなアクターの参入によって，政策
形成過程に変化が生じたことがインターンシップ
導入の原因の一つであると論じた。また，政策形
成過程を類型化することで，2000年代以降の政
策転換についても，一定の示唆がなされたと考え
る。しかし，検討すべき課題はまだ残されている。
　第一には政党の影響力である。特に1990年代
は55年体制の終焉したことによる社会党が現実
化したことが指摘されている。教育政策であれば
日教組などの影響力の変化によって，政策ネット
ワークにどのような変化が生じたか，詳細な分析
が必要である。その際，1980年代から教育改革
を求める声が国会内にあったことを考慮する必要
がある。例えば橋本鉱市は1985年から1994年に
表３：政策形成様式のモデル
新たなアクターの参入
No Yes
新たなアイ
ディアの利
用可能性
No Closedpolicysubsystem
現存するパラダイムの内部での，手段
の設定によるプログラムの調整
Resistantpolicysubsystem
現存するパラダイムの内部で，新しい
手段によって取り組まれる政策実験
Yes Contestedpolicysubsystem
現存する政策手段の範囲内でのプログ
ラムの改革
Openpolicysubsystem
代替的な手段を包含する政策の刷新
出典：Howlett,M,Ramesh,M.andPerl,Anthony（2009）p137より作成。
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かけて，国会や文部委員会において「改革」とい
う発言が政治家や旧文部省官僚から発せられるこ
とが増えていたことを指摘している39。政党や国
会においても1990年代以降の教育改革の土壌が
形成されていた可能性が考えられる。
　第二には，他の政策との関係である。当時の橋
本龍太郎内閣による六大改革が行われていた時期
である。特に行政改革は橋本首相自身が行政改革
本部の部長となるなど，特にリーダーシップを発
揮していた。この行政改革は他の政策分野に影響
を与えており，高等教育の場合，国公立大学の法
人化などにつながっている。よって，インターン
シップの導入などの教育改革と他の改革との関係
が明らかにされるべきである。また，教育改革を
担った政治家の動向と行政側の関係や，文教族の
議員や文部省といった教育の内部アクターと外部
アクターとの関係について，政策過程の類型化な
どによって政策過程のパターン化をする必要があ
るだろう。
　本稿は，高等教育について政策過程論的な視点
から論じたが，試論の域をでるものではない。以
上の課題を指摘することで本稿を閉じる。
　　　　　　　　　　
［注］
 1	 村上祐介（2009）pp247‒248。なお，「中央化」とは村
松編（2006）に基づく指摘である。
 2	 例えば， 広田らは次のような指摘をしている。「グ
ローバル化の具体的な展開は，国際政治・国内政治の両
過程によって現実化している。国際政治のレベルでは，
米国のヘゲモニーのもとでの国際的なアジェンダ設定，
ルール設定が，グローバル化の過程に大きな影響を持っ
ている。国内政治レベルでは，規制緩和や市場化に関わ
る政策決定をめぐる政治的葛藤が，世界中の多くの国で
国内問題として展開している。」（広田照幸・吉田文・本
田由紀・苅谷剛彦（2012）p300）
 3	 村上純一（2011）など。
 4	 市川昭午（2000）p19
 5	 同上
 6	 以下は，早田幸政（2010）などに基づく。
 7	 この臨教審が日本において初めて新自由主義の政策の
原理を明らかにしたとしばしば論じられている。例え
ば，Yoshida,	Aya（2009）p104など
 8	 羽田貴史（2011）p97。なお，この五つに該当する具
体的な施策は①規制緩和の推進（1991年大綱化，1997年
計画行政変更，2002年設置認可緩和），②機関レベルの
ガバナンス強化（2004年国公立大学法人制度，2005年私
学経営機能評価），③質保障制度の発足（2004年認証評
価，2006年履行状況調査），④卓越拠点形成（2002年21
世紀COE，2007年GCOE，2010年G30），⑤機能分科と
資源配分20（03年特色GP，2004年現代GP，2005年大学
院GP，2005年将来像答申）である。
 9	 OECD教育研究革新センター/世界銀行（2008）p24
10	 早田前掲書p18
11	 羽田前掲論文p97
12	 広田他前掲書pp318‒319
13	 同上pp324‒325
14	 広田他前掲書pp307‒308
15	 例えば市川正午（2000）では，高等教育政策における
政策研究の重要性が指摘され，政策評価研究とともに後
述するペンペルの政策類型化への注目が示されていた。
16	 橋本鉱市（2005）
17	 以下は熊谷一乗（1975）及び橋本前掲論文（2005）pp63‒	
64の整理に基づく。
18	 以下はヘンペル・T・J（1978=2004），橋本前掲論文	
p67に基づく
19	 青木栄一（2009）pp47‒48
20	 村上祐介前掲書pp245‒246
21	 橋本鉱市（2008）
22	 村上純一前掲論文
23	 二宮祐（2005,	2006,	2007）など
24	 二宮祐（2009）
25	 Yoshida,	Aya（2009）pp103‒108.
26	 橋本鉱市（2005）p68
27	 文部科学省（2008）
28	 例えば，ある大学においてインターンシップを導入す
るために講義計画を作成する際，大学での社会福祉士の
養成カリキュラムを模倣したという。
29	 日本インターンシップ学会10周年記念事業ワーキン
グ・グループ編（2011）など
30	 以下，本節は同上pp3‒4.などを参照。
31	 同上p40
32	 吉本圭一（2006）。なお，この点は三省合意において
も触れられている。
33	 飯吉弘子（2012）pp12‒13.
34	 吉本前掲論文
35	 江田憲司・西野智彦（2002）pp69‒76
36	 同上p62
37	 村上祐介前掲書pp249‒252
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